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〈概要〉 

１． 企業の DX（デジタルトランスフォーメーション）に際して、自動化システム

（コントローラ、センサ等）と企業のコンピュータ・システムとの間で情報をや

りとりするためには、通信プロトコルや情報フォーマット・情報モデルの変換が

必要である。そのことに関連する様々な国際規格が作られており、両者の間の情

報のやりとりの円滑化に寄与しているが、本稿では、近年策定されたそのような

国際規格の中で、製造業企業内におけるセンサ等のフィールドデバイスのデジタ

ル通信の複線化の可能性を広げ、製造業企業の DX のネットワークインフラとし

ての重要性の高い、IO-Link と Ethernet-APL（Advanced Physical Layer）を取り

上げる。そして、それら 2 つの国際規格の策定、普及に多くの企業が参加してい

る欧州においてインタビュー等の調査を行うことにより、それらの国際規格の活

用の今後の方向性を明らかにするとともに、それら国際規格に関連して日本の機

械産業が今後のグローバル戦略を考える上で考慮すべき事項を提示する。 

２． IO-Link は、主として FA（ファクトリーオートメーション）で使われること

を想定して、センサ等のフィールドデバイスがコントローラとの間でデジタル通

信を行うことを可能にする規格として作られた。その後、コントローラを経由せ

ずにインターネット等の IT（インフォメーションテクノロジー）との間でも直接

情報をやりとりする可能性が規格に明示され、センサ等のフィールドデバイスの
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デジタル通信の複線化の可能性を広げる規格であることが明確化された。欧州に

おける調査の結果、センサ等のフィールドデバイスのベンダーにより、デジタル

通信の複線化を進める様々な独自インターフェースが提供されるようになってお

り、そのことが直近の IO-Link の安定的な普及をけん引していることが明らかに

なった。IO-Link でよく使われるセンサを含む HS コード 8536.50 の輸出入額の

近年の推移をみると、日本の収支額が減少傾向となっている一方、ドイツの収支

額は、中国の収支額が急速に拡大している状況において、ほぼ横ばいで推移して

いる。 

３． Ethernet-APL は、主として PA（プロセスオートメーション）で使われるこ

とを想定して、センサ等のフィールドデバイスのデジタル通信に Ethernet を使う

ことを可能にする規格として作られた。Ethernet が使われることにより、通信速

度が格段にあがるとともに、IT との間のネットワークにおいてリンク層の通信方

式の変換が必要なくなることから、PA のセンサ等のフィールドデバイスのデジタ

ル通信を複線化し、コントローラとの間に加え、企業のコンピュータ・システム

との間の常時接続も進める規格となることが期待されている。PA で Ethernet-

APL を使うためには、リンク層の通信方式に Ethernet を使う産業用ネットワーク

の通信プロトコルを使う必要があるが、欧州における調査の結果、Ethernet-APL

準拠のデバイス等は、欧州発の産業用ネットワークの規格である PROFINET へ

の適合性を認証されたものが先行して提供され始めていることが明らかとなっ

た。また、デバイスデータへのアクセス技術については、Ethernet-APL の普及

が、EDDL(Electronic Device Description Language)と FDT（Field Device 

Tool）技術の FDI（Field Device Integration）技術への統合を後押しする可能性が

あることが明らかになった。PA を IT システムにつなぐインターフェースについ

ては、Ethernet-APL 準拠のデバイスについては PA の情報が FDI パッケージによ

り PA-DIM（Process Automation Device Information Model）フォーマットに変

換され始めており、PA と IT システムとの間に OPC UA（Open Platform 

Communications Unified Architecture）を活用したオープンなインターフェース

を導入するという NOA（NAMUR Open Architecture） Concept を、Ethernet-

APL の普及が後押しする方向性となっていることが明らかになった。 

４． 本稿の作成を通じて、欧州に本社を置く企業と日本に本社を置く企業との間

で、これら 2 つの国際規格へのアプローチに、日本の機械産業が今後のグローバ
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ル戦略を考える上で考慮すべき 2 つの違いがあることが明らかになった。1 点目

は、日本では、国際規格が策定されることにより標準化が完了したと考えられる

傾向があるのに対し、欧州では、これら 2 つの国際規格が策定されることが、独

自インターフェースの開発のベースとなったり、規格についての別の検討の必要

性を生じさせたりしていることである。日本の機械産業は、これら 2 つの国際規

格が策定されることにより、様々な独自インターフェースについて検討したり、

従来馴染みの薄かった産業用ネットワーク等の規格への対応を検討したりするこ

とが必要となる可能性がある。2 点目は、2 つの国際規格の開発や関連システムの

開発へのセンサ等のフィールドデバイスのベンダーの取り組みの程度の違いであ

る。欧州のセンサ等のフィールドデバイスのベンダーは、国際規格の開発や関連

システムの開発において、コントローラ等のベンダーと対等に競争したり協調し

たりしている。日本のセンサ等のフィールドデバイスのベンダーも、コントロー

ラ等のベンダーに比べて規模が小さいからといって国際規格の開発や関連システ

ムの開発をコントローラ等のベンダーに委ねるのではなく、コントローラ等のベ

ンダーとの間で、欧州のセンサ等のフィールドデバイスのベンダーが構築してい

るような関係を作る可能性を模索すべきである。 
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機械産業のグローバル戦略 

―DX 指向の自動化システム関連国際規格の進展― 

 

I. 序論 

 経済産業省が 2020 年 11 月 9 日に策定した「デジタルガバナンス・コード 2.0」は、DX

を「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客

や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務その

ものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。」と

定義している（経済産業省, 2020）。この定義にも見られる通り、DX は、「データとデジタ

ル技術を活用」することにより、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、」「競争上

の優位性を確立する」ものである。 

他方、自動化は、産業革命以降機械の活用により進展したが、第二次世界大戦以降は、

デジタル技術を活用した自動化が進展している。そのような中で、1970 年代からは、リレ

ーを使った電気回路による自動化システム（図１参照）を、マイクロプロセッサを使った

自動化システムに置き換える PLC（Programmable Logic Controller）が普及するなど、デ

ジタル技術を使ってデジタルデータを扱うコントローラ（制御機器）が、自動化システム

に使われるようになっている（松隈, 2013; JEMIMA, n.d.; Ken, 2008）。 

 

図 1：リレーを使った電気回路 

出所）「シーケンス制御を活用したシステムづくり入門」（日野 et al., 2006）。 
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また、自動化システムに使われるセンサ等についても、マイコンを搭載することにより、

デジタル技術を使ってデジタルデータを扱うものが増えている（横河電機, 2010）。 

DX におけるデジタル技術においては、企業が情報を効率的に処理し、効果的に活用す

るための IT が中心的な役割を果たしている。そして、自動化システムで使われるコントロ

ーラやセンサ等は、そのような企業の IT と、デジタル通信でデータをやりとりする可能

性がある。デジタルトランスフォーメーションという言葉が初めて使われたのは 2004 年

のことと言われているが（Stolterman et al., 2004）、それ以前から、自動化システムを企業

の IT と連携させるための様々な努力が続けられてきた。 

しかし、そのような努力が実を結ぶためには、様々な課題が克服されなければならず、

その 1 つに、自動化システムにおけるデータのやりとりと、企業の IT で使われるコンピ

ュータ間のデータのやりとりとの間のタイムフレームの違いがある。自動化システムを企

業の IT のコンピュータとつなぐための試みの一つに 1980 年代から推進された CIM

（Computer-Integrated Manufacturing：コンピュータ統合生産）という考え方があり（元

吉, 2024; 元吉, 2025）、今日においても使われている生産制御機能とビジネス機能の統合

に関する国際規格である ISA（International Society of Automation：国際自動制御学会）-

95（IEC（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）62264）は、

1990 年代に米国のパデュー大学で開発された CIM についての参照モデルに依拠している

（ISA, n.d.）。そして、ISA-95（IEC62264）は、企業内の生産制御機能とビジネス機能と

の間の情報交換をモデル化するため、製造業企業のアクティビティを 5 層の階層に分けて

いる（図２参照）。 

この階層モデルの中で、自動化システムは主としてレベル 0～2 に位置づけられ、企業の

IT で使われるコンピュータは主としてレベル 3～4 に位置づけられる。従って、製造業企

業の中で自動化システムと IT で使われるコンピュータとの間のデータのやりとりが行わ

れ、製造業企業の DX に寄与するためには、レベル 0～2 とレベル 3～4 との間のデータの

やりとりが行われる必要がある。しかし、両者のアクティビティの間のタイムフレームに

は、大きな違いがある。 
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図２：ISA-95（IEC62264）における製造業企業の 5 層の階層モデルの概念図 

出所）IEC, 2013 を基に筆者作成。 

 

レベル 0～2 における自動化システムのためのデータのやりとりにおいては、秒または

秒未満のタイムフレームで、しかも定められた時間内に確実に処理が完了するリアルタイ

ム性が求められることが一般的である。このことから、情報が確実に宛先に届くことが、

定められた時間内に情報が届くことより優先される TCP（Transmission Control 

Protocol）（Postel,1981; Eddy, 2022）をベースにした通信プロトコルは、使われないこと

が一般的である。また、秒未満の短い周期で信号を確実に処理できることが優先され、情

報フォーマットや情報モデルなどの情報の保有の仕方の整合性には、あまり重きが置かれ

ていないことが一般的である。 

これに対して、レベル 3～4 における IT で使われるコンピュータの間のデータのやりと

りにおいては、タイムフレームが自動化システムにおける程短くなく、また定められた時

間内に確実に処理が完了することは必ずしも求められないことが一般的である。このこと

から、情報が確実に宛先に届くことが、定められた時間内に情報が届くことより優先され

る TCP をベースにした通信プロトコルが、広く使われている。また、情報を、人や機械
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が様々な用途のために扱いやすい形でやりとりできることが重要であり、情報フォーマッ

トや情報モデルなどの情報の保有ややりとりの仕方の整合性が、様々な形で図られている

場合が多い。 

これらのことから、自動化システムと IT で使われるコンピュータとの間のデータのや

りとりを円滑化するためには、通信プロトコルや情報フォーマット・情報モデルの変換が

必要となる。そのような変換が行われないと、自動化システムのデータは IT で使われる

コンピュータでは活用されにくく、自動化システムのデータを活用するためのソフトウエ

アの蓄積や、それらを活用した製造業企業の DX は進みにくくなる。 

自動化システムと IT との間の通信プロトコルや情報フォーマット・情報モデルの変換に

関連しては、様々な国際規格が作られており、両者の間のデータのやりとりの円滑化に寄

与している。本稿では、近年策定されたそのような国際規格の中で、製造業企業内におけ

るセンサ等のフィールドデバイスのデジタル通信の複線化の可能性を広げ、製造業企業の

DX のネットワークインフラとしての重要性の高い、IO-Link と Ethernet-APL をとりあげ

る。そして、それら 2 つの国際規格の策定、普及に多くの企業が参加している欧州におい

てインタビュー等の調査を行うことにより（金子, 2025b; 金子, 2025c; 金子,2025d）、そ

れらの国際規格の活用の今後の方向性を明らかにするとともに、それらの国際規格に関連

して日本の機械産業が今後のグローバル戦略を考える上で考慮すべき事項を提示すること

を目的とする。 

 IO-Link については、規格が開発された当初は、センサやアクチュエータ等とコントロ

ーラとの間のデジタル通信を可能にすることを想定した規格として作られた。その後、セ

ンサやアクチュエータ等がコントローラを経由せずにインターネット等の IT との間でも

直接情報をやりとりする可能性が規格に明示され、それを可能にする IO-Link マスタと呼

ばれるデバイスが提供され始めた。しかしながら、筆者が視察させて頂いた日本の工場で

は、そのようなデバイスが使われている工場でも、コントローラとの間のデジタル通信し

か行われておらず、インターネット等の IT との間の直接の情報のやりとりが実際にどのよ

うに行われるのかについての情報は得られなかった（金子, 2024a）。 

 Ethernet-APL については、2024 年に、ドイツの自動化関連の業界誌の atp magazin が

NAMUR（プロセス産業におけるオートメーション技術のユーザー団体）及び ZVEI（ド

イツ電機・電子工業連盟）とともに Ethernet-APL に準拠したデバイス等の提供状況につ

いての調査（Tauchnitz, 2024）を行っており、それによると、欧州に本社を置くベンダー

のセンサ等のフィールドデバイスは既に多数提供されているが、日本に本社を置くベンダ
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ーのセンサ等のフィールドデバイスはその時点では提供されていないとのことであった。

そのような状況を反映してか、Ethernet-APL が実際にどのように普及するかの今後の方向

性については、日本ではあまり情報を得られなかった。また、NAMUR から、Ethernet に

よりデバイスデータにアクセスする技術としては FDI 技術が使われることが望ましいとの

提言が出されているが、日本では、Ethernet-APL とデバイスデータへのアクセス技術との

関係についても、あまり情報を得られなかった。 

本稿の構成は、以下の通りである。II.1.では、IO-Link の製造業企業の DX への寄与の

可能性について解説する。II.2.では、IO-Link のこれまでの普及の歴史を振り返る。II.3.で

は、センサやアクチュエータ等とインターネットなどとの間のコントローラを経由しない

直接の情報のやりとりが実際にどのように行われるのかについて、欧州におけるインタビ

ュー等の調査の結果も使って報告する。II.4.では、II.3 で見た IO-Link の新たな活用方法

を含む関連システムの開発の担い手についての情報を整理する。II.5.では、II.4 で見た IO-

Link の関連システムの開発におけるセンサ等のベンダーの寄与を念頭に置いて、関連する

センサの輸出入についてのデータを整理する。III.1.では、Ethernet-APL の製造業企業の

DX への寄与の可能性について解説する。III.2.では、Ethernet-APL が活用される場合の産

業用ネットワークの通信プロトコルについて、欧州における調査結果も使って報告する。

III.3.では、Ethernet-APL が活用される場合のデバイスデータへのアクセス技術につい

て、欧州におけるインタビュー等の調査の結果も使って報告する。III.4.では、Ethernet-

APL が活用される場合の PA と IT システムとの間のインターフェースについて、欧州に

おけるインタビュー等の調査の結果も使って報告する。III.5.では、Ethernet-APL を推進

する担い手についての情報を整理する。IV.では、IO-Link と Ethernet-APL の今後の活用

の方向性を総括した上で、欧州企業と日本企業との間のこれら 2 つの国際規格へのアプロ

ーチの違いを、日本の機械産業が考慮すべき事項として報告する。 

 

II.  IO-Link 

1. IO-Link によるデジタル通信が製造業企業の DX に寄与する可能性 

 個別単位で数えられる製品の生産のための自動化システムは一般に FA と呼ばれるが、

FA においては、センサ等により検知された情報をもとに PLC などのコントローラに信号

が送られ、それを基にコントローラからアクチュエータ等に信号が送られて機器等が作動

するシステムが広く使われている。そのようなシステムの場合、コントローラにデジタル

技術が使われていても、たくさんのセンサやアクチュエータ等にデジタル通信機能を持た
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せるのには少なからずコストがかかることから、センサやアクチュエータ等には電圧や電

流の信号により情報をやりとりさせ、コントローラにおいて、またはコントローラとセン

サやアクチュエータ等との間にリモート IO と呼ばれるデバイスをおいて、電圧や電流に

よる信号とデジタル信号との間の変換が行われることが多い。 

ただ、電圧や電流による信号のやりとりは、一種類の信号を一方向に送ることしかでき

ず、マイコンが搭載されたセンサやアクチュエータ等の持つ多くの情報や機能の活用には

使いにくい。IO-Link と呼ばれる国際規格では、センサやアクチュエータ等とコントロー

ラとの間に IO-Link マスタと呼ばれるデバイスを置き、比較的低コストでセンサやアクチ

ュエータ等にデジタル通信機能を持たせることにより、このような課題に対応している

（図３参照）。 

 

図３：FA におけるセンサやアクチュエータ等とコントローラとのつなぎ方の 3 類型 

出所）筆者作成。 

 

 センサやアクチュエータ等が IO-Link によるデジタル通信を行う場合には、それらが持

つ多様な情報を 1 本のケーブルで送ることが可能となり（図４参照）、それらが IT で使わ

れるコンピュータにまで送られることにより、製造業企業の DX が促進される可能性があ

る（生産現場の多様な情報を低コストで収集することによる、生産管理の改善、製品の製

造工程のトレーサビリティの向上、予知保全や AI 活用の可能性の拡大など）。また、セン
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サやアクチュエータ等が IO-Link によるデジタル通信を行う場合には、センサやアクチュ

エータ等に双方向通信をさせることが可能となり、センサやアクチュエータ等が持つパラ

メータ情報、診断情報、ID 情報などの活用が容易になって、製造業企業の DX が促進され

る可能性がある（センサやアクチュエータ等のパラメータ設定のネットワークを活用した

効率化、センサやアクチュエータ等の診断情報の活用による予期せぬ故障やダウンタイム

の回避、センサやアクチェータ等の ID 情報を活用した補用品管理の効率化など）。 

 

図４：スターラグ社ビーレフェルト工場（独）で生産される工作機械において流量と温度

を測定する IO-Link センサ（ifm electronic 社製）（金子, 2025a） 

出所）スターラグ社撮影1。 

 

２．IO-Link の規格の策定及びその後の普及 

 欧州発の産業用ネットワークの規格である PROFIBUS、PROFINET の開発・普及団体

である PROFIBUS & PROFINET International (PI）(本拠地：ドイツ)の 2006 年 4 月のプ

レスリリースは（PI, 2006）、「センサ、アクチュエータ、オートメーション技術のよく知

 
1 スターラグ社には、同社ビーレフェルト工場を視察させて頂いて、生産されている工作機械の情報シス

テムの貴重な写真の提供を頂いた。記して感謝したい。 
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られた製造業者が、生産オートメーションにおけるインテリジェントなセンサやアクチュ

エータのための、フィールドバスから独立した通信インターフェースの仕様の開発を目的

として、PI の傘下で IO-Link ワーキンググループを設立した。」と発表している。そし

て、PROFIBUS & PROFINET International (PI）の 2007 年 6 月のプレスリリースは（PI, 

2007）、「PI が物理層とプロトコルの仕様を公表し、IO-Link が、FA における利用に適し

たセンサとアクチュエータのための、オープンでフィールドバスから独立した通信インタ

ーフェースとして、利用可能となった。」と発表している。 

 これらのプレスリリースで IO-Link がフィールドバスから独立していると書かれている

のは、FA の産業用ネットワークには様々な通信プロトコルがある中で、IO-Link は、産業

用ネットワークの多くの通信プロトコルとつないで使うことが可能なものとして開発され

たことを意味している。図３③で示した通り、IO-Link は、センサやアクチュエータ等と

IO-Link マスタとの間の通信に関する規格であり、IO-Link マスタとコントローラとの間

の産業用ネットワークの通信プロトコルと組み合わされて使われることが想定されてい

る。 

他方、産業用ネットワークにおいては様々な通信プロトコルが並存している（図５参

照）。これは、産業用ネットワークにおいては、定められた時間内に確実に処理が完了す

るリアルタイム性を求められることが一般的であるが、求められるリアルタイム性は自動

化システムによって多様であることなどが背景になってのことである。 

IO-Link が特定の通信プロトコルの産業用ネットワークとしか組み合わせられない場合

には、IO-Link の通信規格に対応したセンサやアクチュエータ等は、その特定の通信プロ

トコルの産業用ネットワークが使われている場合しか使えないことになってしまう。その

ような状況を回避するために、IO-Link は、多くの通信プロトコルの産業用ネットワーク

と組み合わせて使うことができる規格として開発されたのである。 

IO-Link は、PI により仕様が公表された後、2013 年には IEC61131-9 “Programmable 

controllers - Part 9: Single-drop digital communication interface for small sensors and 

actuators (SDCI)”として国際規格になっており、その後今日まで世界で普及が続いてい

る。PI が公表しているデータによれば、IO-Link のノード数は、2013 年には約 100 万ノ

ードであったが、2024 年には約 6,100 万ノードになっている（図６参照）。 
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図６：IO-Link のノード数の推移 

出所）PROFIBUS & PROFINET International (PI) Web サイト（PI, 2025）。 

  

３．コントローラを経由しない IT との直接接続への IO-Link の拡張 

図５：FA における産業用ネッ

トワークの通信プロトコル別

マーケットシェア（2025 年） 

注）新たにインストールされ

たノード数を基にした HMS

ネットワーク社の推計値 

出所）HMS Networks 社 Web

サイト（HMS Networks, 

2025）。  
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 図３③で見た通り、IO-Link は、規格が開発された当初は、センサやアクチュエータ等

とコントローラとの間のデジタル通信を可能にすることを想定して開発された。そして、

センサやアクチュエータ等の持つ多様な情報を、IT との間でやりとりする場合には、コン

トローラを経由してやりとりされることが想定された。 

しかし、IO-Link システムのセンサやアクチュエータ等の情報のやりとりが、すべてコ

ントローラを通して行われることについては、それらの情報を IT で活用する上での制約

になっているという見方がある。例えば、現在 IO-Link Community において技術開発の

かじ取り役を担う Steering Committee の議⾧となっている Joachim R. Uffelmann 氏が著者

の一人となっている “IO-Link The DNA of Industry 4.0”（Uffelmann et al., 2019）の P58

には、次のような一節がある。 

「現在、PLC は IO-Link 信号と IT 系システムとの間にあるゲートウェイとなっている

が、これが通信の流れを致命的に阻害している。制御装置（PLC）は、センサから PC や

データベースへと送られる膨大な量のデータを扱うことを前提には設計されていない。

PLC は機械制御向けの言語を用いるため PC よりも高速に動作するが、記憶容量が小さ

く、そのデータをさらに先へ送信するには不十分である。インダストリー4.0 が要求する

ように、IO-Link の生データ解析アルゴリズムをソフトウェアで利用しようとするのであ

れば、そのデータは転送され、かつ保存されなければならない。これは、PLC を経由す

る経路が、必要となる高度なデータベース運用や、このデータ量に対して要求される高い

伝送速度の観点から見て、ほぼ完全に閉ざされていることを意味する。」（筆者和訳。）  

 このような見方を反映して、IO-Link の仕様が記載されている IO-Link Interface and 

System Specification は、2019 年 6 月に公表された Version 1.1.3（IO-Link Community, 

2019）から、その前の Version 1.1.2（2013 年 7 月公表）まではなかった Standardized 

Master Interface (SMI)という概念を導入し、IO-Link マスタが、PLC などのコントロー

ラとの間で情報をやりとりするだけでなく、インターネットなどとの間で直接情報をやり

とりする可能性があることを明示している（図７参照）。 そして、いくつかの IO-Link マ

スタのベンダーが、PLC などのコントローラとの間で産業用ネットワークの通信プロトコ

ルで情報をやりとりするだけでなく、IT システムとの間でも、TCP をベースとした通信

プロトコルで情報をやりとりすることのできる IO-Link マスタを提供している。 

 図７においては、IO-Link マスタがインターネットなどとの間で情報をやりとりする方

法として、IO-Link マスタに Web サーバ機能を搭載する方法と OPC UA と呼ばれる情報

交換規格を使う方法が記載されている。 
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図７：SDCI（IO-Link）と自動化技術の一般的関係 

注）IO-Link は、Device（センサ等）と Master（IO-Link マスタ）との間のデジタル通信

の規格である。本図の下方で Device と Master との間で IO-Link 通信によってやりとりさ

れた情報は、本図の上方の右側で示されているように PLC 等との間でやりとりされる可

能性があるとともに、本図の上方の左側で示されているように Internet 等との間でやりと

りされる可能性もあることが示されている。Standard Master Interface (SMI)は、IO-Link

マスタが、PLC 等と情報のやりとりをする際も Internet 等と情報のやりとりをする際も、

共通に持つインターフェースのことである。 

出所）IO-Link Interface and System Specification Version 1.1.3 

（IO-Link Community, 2019）。 

 

しかし、欧州におけるインタビュー等の調査を行った結果、これらの方法以外にも、

REST API（Representational State Transfer Application Programming Interface）と呼ばれ

る通信インターフェースや MQTT（Message Queuing Telemetry Transport）と呼ばれる

通信プロトコル等を活用する IO-Link マスタの重要性が増大していることがわかった。こ

れらの通信プロトコル等は、TCP/IP モデルの 4 層構造の中のトランポート層において

TCP が使われた上で、最上位の層であるアプリケーション層に位置づけられるものである
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が（表１参照）、このアプリケーション層で様々なベンダー独自のインターフェースが提供

されて、提供されるインターフェースによって、IT システムと IO-Link システムとの間の

直接の情報のやりとりについて、様々な使い勝手が提供されるようになっている。 

 

各層の名称 各層の役割等 

アプリケーション層 インターネットプロトコル群の最上位に位置づけられる層。 

トランスポート層 アプリケーションに両端間通信サービスを提供する層。 

インターネット層 データを送信元から送信先に運ぶ層。 

リンク層 直接接続されたネットワーク上で通信する層。 

表１：TCP/IP モデルの 4 層構造 

出所）Requirements for Internet Hosts -- Communication Layers, 

RFC 1122 を基に筆者作成(Braden, 1989)。 

 

 例えば、ifm electronic 社は、PLC などのコントローラとの間で情報をやりとりするた

めの制御用ポートと IT システムとの間で情報をやりとりするための IoT ポートとの 2 種

類のポートを搭載した IO-Link マスタを提供し（図８参照）、それらのうち IoT ポートに

IoT core という HTTP（Hypertext Transfer Protocol）及び JSON（JavaScript Object 

Notation）を使ったインターフェース等を搭載し、同社が開発した moneo というソフトウ

エアを搭載した PC 等とつなぐことにより、IO-Link システムの情報を、様々な用途に応

じて、簡易な操作で活用できるシステムを提供していた（図９参照）（金子, 2025d）。 
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図８：制御用ポートと IoT ポートがついている ifm electronic 社の IO-Link マスタ 

注）最も上段についている 2 つのポート（EtherNet/IP と書かれている）が制御用ポート

で、上から 2 段目の右側のポート（IoT Port と書かれている）が IoT ポート。 

出所）ハノーバーメッセ 2025 の ifm electronic 社のブースで筆者撮影。 
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図９：Y パス（フィールドバスと IoT）、moneo ソフトウエアプラットフォーム、それら

と関連する機器・ソフトウエアによるデータ伝送の概念図と展示 

出所）ハノーバーメッセ 2025 の ifm electronic 社のブースで筆者撮影。 

 

 IO-Link マスタがコントローラとの間で情報をやりとりするシステムの場合、そのため

のシステムは、コントローラのベンダーにより提供される場合が多い。例えば、ドイツの

シーメンス社は、同社の PLC と IO-Link システム等を PROFINET によりつなぐために、

TIA ポータルと呼ばれるシステムを提供しており、欧州を中心に広く使われている。一

方、シーメンス社は、IO-Link マスタも提供しているが、同社の IO-Link マスタには、IT
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システムとの間で TCP をベースとした通信プロトコルで直接情報をやりとりする機能を

付与していないとのことだった（図 10 参照）（金子, 2025c）。 

 

図 10：IO-Link マスタと IT システムとの間の情報のやりとりの２類型 

（シーメンス社の IO-Link マスタの場合と IT システムとの間で直接情報をやりとりする

機能を持った IO-Link マスタの場合） 

出所）筆者作成。 

 

シーメンス社に、IO-Link マスタに TCP をベースとした通信プロトコルで IT システム

と直接情報をやりとりする機能を持たせることについての見方を尋ねたところ、IO-Link

センサを主として状態監視のために使う際には合理性があり、IO-Link マスタにそのよう

な機能を持たせているのは、主としてセンサのベンダーだとの見方を示していた。そし

て、IO-Link にかかわっている企業は、シーメンス社やベッコフオートメーション社等の

オートメーションのベンダーと、ifm electronic 社や Balluff 社等のセンサ等のベンダーに

大別され、直近の IO-Link の安定的な普及の主なけん引役はセンサ等のベンダーだとの見

方も示していた。 

IO-Link マスタが、PLC などのコントローラとの間で情報をやりとりするだけでなく、

インターネットなどとの間で直接情報をやりとりする可能性があることが 2019 年に IO-

Link の仕様に明示された後、センサ等のベンダーがそのための様々な独自インターフェー
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スを開発することにより、IO-Link の普及はその活用方法を多様化しつつ進んでいること

が明らかになった。 

 

４．IO-Link 関連のシステム等の開発の担い手 

 IO-Link は、既に見たように、ドイツに本拠地を置く PI の傘下で、センサ、アクチュエ

ータ、オートメーション技術の製造業者により開発された後、2013 年に IEC61131-9 とし

て国際規格化された。その後の IO-Link 関連のシステム開発が、どのような企業により行

われているかについては、IO-Link の普及団体である IO-Link Community において技術開

発のかじ取り役を担う Steering Committee のメンバーの企業の構成が一つの参考になると

考えられる（IO-Link Community, 2025; IO-Link Community, n.d.a）。以下においては、

この Steering Committee のメンバーの企業構成をいくつかの側面から検討して、そのイン

プリケーションを考えて見たい。 

まず Steering Committee のメンバーの企業を、センサ等のベンダーと、コントローラ等

のベンダーと、その他の企業に分類する。その際、センサ等のベンダーの中には、IO-

Link の規格ができた後にコントローラを提供し始めた企業もあるが、そのような企業は、

コントローラ等のベンダーには分類せず、センサ等のベンダーとして分類することとす

る。他方、IO-Link の規格ができる前からコントローラを提供しているベンダーの多くは

センサ等も提供しているが、そのような企業はコントローラ等のベンダーに分類すること

とする。 

表２は、以上の方針の下で、Steering Committee のメンバーの企業（企業グループの一

部である場合には企業グループ全体）を、各企業の Web サイトの情報を参考にして筆者が

分類し、それに企業の本社所在国と従業員規模の情報を加えた結果である。 
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メンバーの企業 分類 本社所在国 従業員規模 

Analog Devices その他の企業 米国 24,000 人 

Balluff センサ等のベンダー ドイツ 3,600 人 

Banner Engineering センサ等のベンダー 米国 5,500 人 

Baumer センサ等のベンダー スイス 2,900 人 

Beckoff Automation コントローラ等のベンダー ドイツ 5,300 人 

Endress+Hauser センサ等のベンダー スイス 17,046 人 

Festo コントローラ等のベンダー ドイツ 20,596 人 

Turck センサ等のベンダー ドイツ 5,000 人 

Ifm センサ等のベンダー ドイツ 9,055 人 

Leuze electronic センサ等のベンダー ドイツ 1,600 人 

Murrelektronic その他の企業 ドイツ 3,000 人 

OMRON コントローラ等のベンダー 日本 28,450 人 

Pepperl+Fuchs センサ等ベンダー ドイツ 6,450 人 

PHOENIX CONTACT コントローラ等のベンダー ドイツ 21,000 人 

Sick センサ等のベンダー ドイツ 11,804 人 

Siemens コントローラ等のベンダー ドイツ 327,000 人 

TEConcept その他の企業 ドイツ 24 人 

Texas Instruments その他の企業 米国 34,000 人 

TMG TE その他の企業 ドイツ 不明 

表２：IO-Link Community の Steering Committee のメンバーの企業の分類（センサ等の

ベンダー、コントローラ等のベンダー、その他の企業）、本社所在国、従業員規模 

出所）IO-Link Community の Web サイト及び IO-Link Community の Steering  

Committee のメンバーの企業の Web サイト等を基に筆者作成。 

 

 表２をみると、Steering Committee のメンバーの企業の中で日本に本社を置く企業は 1

社で、コントローラ等のベンダーなのに対し、その他の国々（ドイツ、スイス、米国）に

本社を置く企業には、9 社のセンサ等のベンダーが含まれている。日本に本社を置くセン

サ等のベンダー（コントローラは提供していない）の場合、IO-Link Community の会員に
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なっている企業はあるが、Steering Committee のメンバーになっている企業はない。直近

の IO-Link の安定的な普及の主なけん引役はセンサ等のベンダーだとのシーメンス社の見

方を既に紹介したが、そのようなセンサ等のベンダーは、主として日本以外の国々に本社

を置く企業であることが想定されていると考えられる。 

次に、Steering Committee のメンバーの企業の中のセンサ等のベンダーとコントローラ

等のベンダーの従業員規模を比較する。センサ等のベンダー（ドイツに本社を置く企業 6

社とスイスに本社を置く企業 2 社と米国に本社を置く企業 1 社）の従業員規模を平均する

と 6,995 人なのに対して、コントローラ等のベンダー（ドイツに本社を置く企業 4 社と日

本に本社を置く企業 1 社）の従業員規模を平均すると 80,469 人で、前者は、後者に比べ

て小さい。コントローラ等のベンダーのうち、Siemens 社はオートメーション以外にも

様々な部門を持つ企業であり、従業員規模が他のコントローラ等のベンダーに比べてけた

違いに大きいことから、Siemens 社を除いたコントローラ等のベンダー（ドイツに本社を

置く企業 3 社と日本に本社を置く企業 1 社）の従業員規模を平均すると 18,837 人で、な

おセンサ等のベンダーの従業員規模の平均の方が小さい。 

以上のことから、直近の IO-Link の安定的な普及の主なけん引役はセンサ等のベンダー

だとすると、それらの企業の従業員規模は、コントローラ等のベンダーの従業員規模に比

べて小さい傾向がある。そして、日本以外の国々に本社を置く従業員規模の比較的小さい

センサ等のベンダーにおいて、IO-Link 関連のシステム開発が活発に行われているとみら

れる。 

 

5．IO-Link の国際規格化後の関連のセンサの輸出入額の推移 

 以上の検討から、日本と日本以外の国々との間では、特にセンサ等のベンダーについ

て、IO-Link 関連のシステム開発の活発さに違いがあるとみられる。そこで、センサ等の

ベンダーが Steering Committee のメンバーにはなっていない日本と、センサ等のベンダー

の Steering Committee におけるメンバー数の最も多いドイツについて、IO-Link でよく使

われるセンサの輸出入額と近似している可能性の高いデータの推移をみる。具体的には、

IO-Link は、主として FA における利用に適した規格として開発されたことから、FA でよ

く使われるセンサである光電センサと近接センサが含まれる HS コード 8536.50 の輸出入

額の推移をみる。輸出入額を見る国としては、日本とドイツに加えて、近年輸出入額及び

収支額が急速に拡大している中国についてもみる。 
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まず、図 11 は、日本、ドイツ、中国の HS コード 8636.50 の収支額（輸出額－輸入額）

の推移を、2005 年以降について暦年ベースでみたものである。 

 

図 11：HS コード 8536.50 の（輸出額―輸入額）の推移（日本、ドイツ、中国） 

出所）Global Trade Atlas より筆者作成。 

 

 図 11 をみると、IO-Link が国際規格化された 2013 年頃までは、日本の収支額もドイツ

の収支額も概ね横ばいで推移したのに対し、2013 年頃以降は、日本の収支額は減少傾向と

なり、特に 2021 年頃以降は減少傾向が顕著となっている一方、ドイツの収支額は引き続

き概ね横ばいで推移している。他方、中国の収支額は、2013 年頃以降急速に増加し、特に

2021 年頃以降増加が加速している。 

 次に、日本及びドイツの中国との輸出入額の推移をみる。図 12 は、HS コード 8536.50

の日本の対中国の輸出入額の推移、図 13 は、HS コード 8536.50 のドイツの対中国の輸出

入額の推移をみたものである。 
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図 12：HS コード 8536.50 の日本の対中国輸出額、輸入額、収支額の推移 

出所）Global Trade Atlas より筆者作成。 

 

図 13：HS コード 8536.50 のドイツの対中国輸出額、輸入額、収支額の推移 

出所）Global Trade Atlas より筆者作成。 
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 図 12 と図 13 を比較すると、IO-Link が国際規格化された 2013 年頃以前は、日本の対

中国輸出入額の方がドイツの対中国輸出入額より大きかったのが、2013 年頃以降は、ドイ

ツの対中国輸出入額に増加傾向がみられ、2020 年頃以降は、日本の対中国輸出入額とドイ

ツの対中国輸出入額が概ね同程度で推移している。 

2013 年頃以降のこのような変化の背景には、IO-Link の普及がドイツの対中国輸出入額

を増加させたことがあるとみられる。IO-Link Community のウエブサイトによれば、IO-

Link 関連の技術開発支援や試験サービス等を行う IO-Link テストセンターは、現在世界に

5 か所あり、そのうち 3 か所はドイツに、2 か所は中国にある（IO-Link Community, 

n.d.b）。中国のテストセンターは、一つ目が 2023 年に合肥市に（PI, 2023）、二つ目は

2024 年に南京市に（PI, 2024）できているとのことである。 

以上をまとめると、IO-Link が国際規格化された 2013 年頃以降、IO-Link でよく使われ

るセンサである光電センサ、近接センサが含まれる HS コード 8536.50 の輸出入収支額

は、日本では減少傾向となっているのに対し、ドイツでは概ね横ばいで推移しており、こ

の背景には、日本に本社を置くセンサ等のベンダーに比べてドイツに本社を置くセンサ等

のベンダーにおいて、IO-Link 関連のシステム開発が活発に行われていることがあるとみ

られる。ドイツの収支額が概ね横ばいで推移しているのは、中国の収支額が急速に増加し

ている間におけることであり、中国の国際競争力が急速に高まっている間にも、ドイツの

国際競争力は低下していないとみられる。 

他方、HS コード 8536.50 のドイツと日本の対中国輸出入額の 2013 年頃以降の推移をみ

ると、日本の対中国輸出入額には傾向的な変化は見られないのに対して、ドイツの対中国

輸出入額には増加傾向がみられる。IO-Link のテストセンターは、世界に 5 か所あるうち

3 か所はドイツに 2 か所は中国にあり、中国のテストセンターは、2023 年、2024 年にで

きていることから、IO-Link 関連のシステム開発がドイツから中国に広がっていること

が、ドイツの対中国輸出入額の増加傾向の背景にあるとみられる。 

 

III. Ethernet-APL 

１．Ethernet-APL が製造業企業の DX に寄与する可能性 

 個別単位で数えられる製品の生産のための自動化システムが FA と呼ばれるのに対し、

プラントにおける連続生産のために使われる自動化システムは PA と呼ばれ、石油化学産

業などで使われている。FA における産業用ネットワークにおいては、表１で見た TCP/IP
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モデルの 4 層構造の最下層のリンク層の通信方式として Ethernet が既にかなり普及してい

る（図 14 参照）。 

 

図 14：FA における産業用ネットワークの接続方式別マーケットシェア（2025 年） 

注）新たにインストールされたノード数を基にした HMS ネットワーク社の推計値 

出所）HMS Networks 社 Web サイト（HMS Networks, 2025）。 

 

これに対し、PA における産業用ネットワークにおいては、従来 Ethernet は普及してい

なかった。これは、Ethernet のケーブルは一般に 100m 程度以下で、PA が使われる広大

なプラントでは⾧さが不十分な場合が多く、また Ethernet では可燃性ガスの放出される可

能性のある危険場所で使われるための本質安全防爆の考慮がなされていなかったことなど

による（FieldComm Group et al., 2021、表３参照）。 

そのため、従来、PA におけるセンサ等と DCS(Distributed Control System：分散制御シ

ステム)などのコントローラとの間の情報のやりとりには、4～20mA の電流によるアナロ

グ信号やシリアル通信（FOUNDATION Fieldbus、PROFIBUS PA）が使われてきた。そ

して、センサ等が 4～20mA の電流によるアナログ信号で DCS などのコントローラと情報

をやりとりする場合において、マイコンを搭載したセンサ等がデジタル通信を行えるよう

にするためには、アナログ信号にデジタル信号を重畳する HART（Highway Addressable 

Remote Transducer：ハイウェイアドレス可能遠隔トランスデューサ）通信が広く使われ

てきた（図 15 参照）。 
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PA ネットワーク

のリンク層の 

通信方式 

HART 通信 

(4-20mA の

アナログ信号

に周波数変調

で重畳) 

シリアル通信

（FOUNDATION 

Fieldbus、 

PROFIBUS PA） 

Ethernet 

100BASE-TX 

(産業用

Ethernet で広

く活用) 

Ethernet 

10BASE-T1L 

(Ethernet-

APL、Single 

Pair Ethernet) 

ケーブル⾧(上限) 2769～708m 1,900m 100m 1000m 

通信速度(上限) 1.2kbit/s 31.25kbit/s 100Mbit/s 10Mbit/s 

表３：PA ネットワークのリンク層の通信方式別のケーブル⾧、通信速度の上限 

出所）IEEE Computer Society, 2022; IEC, 2023; HART Communication Foundation, 2013; 

Fieldbus Foundation, 1996 などを基に筆者作成。 

 

図 15：HART 通信におけるアナログ信号へのデジタル信号の重畳の概念図 

出所）筆者作成。 

 

しかし、PA で使われる HART 通信やシリアル通信の通信速度は、Ethernet ベースの産

業用ネットワークの通信プロトコルの通信速度に比べて遅い。また、IT システムにおける

有線通信には Ethernet が広く使われており、PA で使われる HART 通信やシリアル通信

は、IT システムとつなぐ場合に通信方式の変換が必要となる。（NAMUR APL Task Force 

et al., 2024、表３参照）。 
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 これらの課題に対処するため、4 つの産業用ネットワーク標準開発・普及団体

（FieldComm Group, ODVA（Open Device Vendor Alliance）, OPC Foundation, 

PROFIBUS & PROFINET International (PI)）と PA の主要ベンダー12 社との協力の下

で、PA で使うための Ethernet をベースとした通信規格の開発が行われた。その結果、

2019 年には 1000 メートルまでの２線式のツイストペアケーブルによる Ethernet 通信を可

能にする国際規格として 10BASE-T1L（IEEE Computer Society, 2022）が策定され、2021

年には、10BASE-T1L を本質安全防爆とする給電などの規格である IEC TS 60079-47

（IEC, 2021）が策定された。10BASE-T1L に準拠して、本質安全防爆とする必要はない

ので IEC TS 60079-47 には準拠しないことも可能で、そのようなケースは、SPE（Single 

Pair Ethernet）の規格に準拠していると位置づけられる（図 16 参照）。 

 

図 16：センサ等が Ethernet-APL や SPE で情報をやりとりする場合の製造業企業内のネッ

トワークの概念図 

出所）筆者作成。 
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 今日 PA において最も広く使われているセンサ等のフィールドデバイスの情報のやりと

りの方法は、DCS などのコントローラとの間のやりとりには 4～20mA の電流によるアナ

ログ信号を使い、センサ等との間でデジタル通信を行うためには、アナログ信号に HART

信号（デジタル）を重畳させる方法であるが、そのような場合に HART 信号を活用するた

めには、HART 信号を何らかの方法でアナログ信号と分けてやりとりする必要がある。

HART 信号をアナログ信号と分けてやりとりする方法には、大別して、必要な時だけハン

ドヘルドコミュニケータなどを接続する方法と、AMS（Asset Management System：資産

管理システム）などのコンピュータ・システムに常時接続する方法があるが、HART 信号

を企業の IT システムでも活用して、製造業企業の DX につなげるためには、後者の方法の

方が望ましい（図 17 参照）。 

 

図 17：センサ等がアナログ信号及び HART 信号（デジタル）を使って情報をやりとりす

る場合の製造業企業内のネットワークの概念図 

出所）筆者作成。 

 

 しかしながら、実際に HART 通信が使われている製造業企業においては、HART 信号

は必要な時だけハンドヘルドコミュニケータなどを接続する方法により活用して、何らか

のコンピュータ・システムに常時接続して HART 信号を活用することは、まだ行われてい
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ないケースも多いのではないかと推測される。例えば、2023 年に HART 信号を AI に活用

したことにより FieldComm Group の Plant of the Year を受賞した先進的なプラントにお

いても、⾧い間、HART 信号は、パラメータ設定等のためにハンドヘルドコミュニケータ

等を現場で接続する方法によってしか活用されておらず、コンピュータ・システムに常時

接続することによる HART 信号の活用が始まったのは、2017 年とのことだった（金子, 

2024b）。そして、2017 年までは、PA で使われているセンサ等のフィールドデバイスの情

報で IT システムにより活用されていたのは、アナログ信号により DCS に送られていた情

報のみとのことだった。 

 HART 通信が使われているにもかかわらず、HART 信号の IT システムにおける活用が

進んでいない要因としては、HART 通信の通信速度が遅いことや、HART 信号の活用のた

めにコンピュータ等を常時接続するためには、追加のインフラ等が必要になること等があ

る（NAMUR APL Task Force et al., 2024）。Ethernet-APL を活用して PA で使われるセン

サ等のフィールドデバイスが Ethernet により情報をやりとりするようになれば、PA で使

われるセンサ等のフィールドデバイスのデジタル通信の通信速度が上がり、その AMS な

どのコンピュータ・システムへの常時接続に必要なインフラの追加が少なくてすむように

なる。これらのことから、Ethernet-APL の普及が、PA で使われるセンサ等のフィールド

デバイスの企業のコンピュータ・システムとの常時接続を進めることにより、そのデジタ

ル通信を複線化し、その情報の製造業企業の DX における活用を進めることが期待されて

いる。 

 

２．Ethernet-APL が活用される場合の産業用ネットワークの通信プロトコル 

従来、PA の産業用ネットワークのリンク層の通信方式としては、HART 通信かシリア

ル通信が使われ、シリアル通信が使われる場合の通信プロトコルとしては、FieldComm 

Group が普及する FOUNDATION Fieldbus か、PROFIBUS & PROFINET International 

(PI) が普及する PROFIBUS PA が使われてきた。PA で Ethernet-APL が使われるように

なるためには、リンク層の通信方式に Ethernet を使う産業用ネットワークの通信プロトコ

ルを使う必要があることから、Ethernet-APL の開発は、リンク層の通信方式に Ethernet

を使う 4 つの産業用ネットワークの標準開発・普及団体（FieldComm Group, ODVA, 

OPC Foundation, PROFIBUS & PROFINET International (PI)）により共同で行われた。

そして、デバイス等の Ethernet-APL の規格への適合性のテストは、それら 4 つの産業用
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ネットワーク標準開発・普及団体が、各団体の普及する産業用ネットワークの通信プロト

コルへの適合性の認証において行うこととなっている。 

atp magazin が NAMUR 及び ZVEI とともに 2024 年に行った Ethernet-APL に準拠した

デバイス等の提供状況についての調査（Tauchnitz, 2024）では、どの産業用ネットワーク

の通信プロトコルに準拠したデバイス等が提供されているかについての調査が行われてい

る。その結果によると、2024 年末までに市場で提供される見込みの Ethernet-APL 準拠の

センサ等のフィールドデバイスは 18 機種あり、それらすべてが PROFINET への適合性を

認証されるものだとのことである。 

制御用の産業用ネットワークの通信プロトコルとしては、ODVA が普及している

EtherNet/IP などが使われる可能性もあり、上記の atp magazin の調査では、6 機種につき

EtherNet/IP への適合可能性も検討されているとされている。しかし、2025 年 4 月にハノ

ーバーメッセ 2025 を筆者が視察した際に ODVA のブースで問い合わせたところ、その時

点では EtherNet/IP への適合性を認証された Ethernet-APL 準拠のデバイス等はまだない

とのことだった。他方、PROFIBUS & PROFINET International (PI)のブースには、

PROFINET への適合性を認証された Ethernet-APL 準拠のデバイス等が、多数展示されて

いた（図 18 参照）。 

PROFIBUS & PROFINET International (PI)は、PA 向けには従来からシリアル通信ベー

スの PROFIBUS PA を普及してきている一方、Ethernet ベースの産業用ネットワークとし

ては従来から PROFINET を普及してきていることから、両者の蓄積を活かして、PA 向け

の Ethernet-APL 準拠のデバイス等の PROFINET への適合性の認証を、いち早く行えた

可能性がある。他方、ODVA は、Ethernet ベースの産業用ネットワークとして従来から

EtherNet/IP を普及してきているが、FA 向け中心に普及してきており、PA 向けの産業用

ネットワークの普及はあまり行ってこなかったことから、PA 向けの Ethernet-APL 準拠の

デバイス等の EtherNet/IP への適合性の認証には、時間がかかっている可能性がある。 

従来 PA において主として使われてきた産業用ネットワークの 3 種類の通信プロトコル

（HART、FOUNDATION Fieldbus、PROFIBUS PA）のうち、PROFIBUS PA は、日本

における PA のベンダー、ユーザーにとって比較的馴染みの薄い通信プロトコルであった

ことから、PROFINET もやはり馴染みの薄い通信プロトコルであるとみられる。今後も

Ethernet-APL 準拠のデバイス等は主として PROFINET への適合性を認証されたものであ

り続ける可能性があり、日本における PA のベンダー、ユーザーも、そのような状況への

対応を求められる可能性がある。 



31 

 

 

図 18：ハノーバーメッセ 2025 の PROFIBUS and PROFINET International (PI)のブー

スにおける PROFINET への適合性を認証された Ethernet-APL 準拠のセンサ等の展示 

出所）筆者撮影。 

 

他方、図５で見た通り、FA 向けの産業用ネットワークにおいては様々な通信プロトコル

が並存しており、PLC 等のコントローラとそれにつながるデバイス等の準拠する産業用ネ

ットワークの通信プロトコルを揃えることが必要となっている。日本では、日本発の通信

プロトコルである CC-Link IE と、国際的に普及している通信プロトコルである

EtherNet/IP のシェアが大きく、同じ工場内で両者が並存しているために通信プロトコル

や情報モデルの変換を行わなければならないケースもあるとみられる。 

今後、EtherNet/IP などへの適合性の認証を受けた Ethernet-APL 準拠のデバイス等が

増えて、Ethernet-APL を使う PA の状況も、現状の FA のように複数の通信プロトコルが

並存する状況になっていく可能性がある。日本における PA のベンダー、ユーザーは、そ

のような可能性も勘案して、製品開発や PA が使われるプラントの設置等について検討す

る必要がある。 
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３．Ethernet-APL が活用される場合のデバイスデータへのアクセス技術 

 1980 年代に PA で使われる多くのデバイスがデジタル通信で情報をやりとりするように

なって以降、デバイスが持つデジタルデータへのアクセス技術が、様々な変遷を経て発展

してきた。日本では、Ethernet-APL 準拠のセンサ等のフィールドデバイスの提供が欧州に

比べて進んでいないことから、Ethernet-APL とデバイスデータへのアクセス技術との間の

関係についてあまり情報を得ることができなかったが、欧州におけるインタビュー等の調

査を行った結果、今後 Ethernet-APL が普及すると、デバイスデータへのアクセス技術に

ついて新たな展開が見られる可能性があることが明らかになった。 

 PA で使われるデバイスが持つデジタルデータへのアクセス技術のこれまでの変遷を振

り返ると、PA で使われるセンサ等のデジタル通信の通信プロトコルとして早くから普及し

た HART に準拠したデバイスのデータにアクセスするための DDL（Device Description 

Language）と呼ばれるデバイスプロファイルの記述言語が、まず早くから普及した。その

後、PA にシリアル通信を使うための通信プロトコルとして FOUNDATION Fieldbus と

PROFIBUS PA という２つの通信プロトコルが作られ、それぞれの通信プロトコルに準拠

したデバイスプロファイルの記述言語も作られた。そして、それらと DDL との整合性が

図られた結果、EDDL と呼ばれるデバイスプロファイルの記述言語となって、2000 年代

半ばに IEC61804 として国際規格化された。その結果、PA で使われるデバイスのベンダー

は、広く EDDL に準拠したデバイスプロファイルの記述を提供するようになった。 

 それと並行して、コンピュータ技術の進歩を背景として、デバイスのベンダーが DTM

（Device Type Manager）と呼ばれるソフトウエアを提供することにより、操作性の高い

グラフィカルユーザーインタフェースによりデバイスのデータにアクセスすることを可能

にする FDT と呼ばれる技術が開発された。FDT 技術は、2010 年前後に IEC62453 として

国際規格化されたが、通信プロトコルの違いをソフトウエアによって吸収できる技術であ

り、デバイスベンダーが多く集まる欧州市場を中心として利用が広がったと言われている

（竹内, 2022）。 

EDDL と FDT 技術が並存することとなった結果、デバイスデータにアクセスするホス

トコンピュータは、EDDL をベースにしたものと FDT 技術をベースにしたものに分かれ

るようになった。両者の間の変換はある程度可能なものの、多くのデバイスベンダーは、

同じデバイスについて、EDDL に準拠したデバイスプロファイルの記述と DTM の両者を

提供するようになった。そこで、EDDL と FDT 技術を統合するための技術開発が始めら
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れ、FDI と呼ばれる技術が作られ、2015 年に IEC62769 として国際規格化された。FDI 技

術では、デバイスのベンダーは、デバイスについての FDI パッケージを提供することを求

められ、それにはデバイスプロファイルや UID(User Interface Description)と呼ばれるユ

ーザーインターフェースについての記述などを含めなければならず、更に UIP（User 

Interface Plug-in）と呼ばれるユーザーインターフェースについてのソフトウエアなどを含

めることもできる。 

デバイスのベンダーは、2021 年から、EDDL に準拠したデバイスプロファイルに代えて

FDI パッケージの提供を求められるようになった。ただ、日本では、これまでところ FDI

パッケージの活用はあまり進んでおらず、EDDL や FDT 技術が今後もデバイスデータへ

のアクセス技術のベースであり続けると考えている PA のベンダーやユーザーが多いとみ

られる。 

他方、NAMUR は、Ethernet によるデバイスデータへのアクセスには、FDI パッケージ

が使われることが望ましいとの提言を出している（NAMUR, 2018, 2024）。筆者が欧州に

おける調査においてセンサ等のベンダーである Endress+Hauser 社にインタビューしたと

ころ、Ethernet-APL に準拠したセンサ等については、FDI パッケージのみを提供し、

DTM は提供しないとのことだった（金子, 2025b）。同社は、FieldCare と呼ばれる FDT

技術に準拠するホストコンピュータシステムを提供しており、Ethernet を使わないセンサ

等については、広く DTM を提供している。そのような同社が、Ethernet-APL に準拠した

センサ等については、FDI パッケージのみを提供し、DTM は提供していないことは、

Ethernet-APL の普及が、EDDL と FDT 技術の FDI 技術への統合を後押しする可能性を

示唆している。なお、同社は、ホストコンピュータシステムとしては、Ethernet-APL に準

拠したシステムにおいても FDT 技術に準拠する FieldCare を提供し続けるとのことで、

FDI パッケージを使ったデバイスへのアクセスのためには、iDTM（Interpreter DTM）と

呼ばれる DTM を使って、アクセス技術の変換を行うとのことだった。 

FDI 技術は、FDT 技術と違って通信プロトコルの違いをソフトウエアで吸収できる技術

ではなく、FDI パッケージは、デバイスが準拠する通信プロトコルへの適合性を認証され

て提供される（表４参照）。既にみた通り、これまでに認証された Ethernet-APL 準拠のセ

ンサ等のフィールドデバイスは、PROFINET への適合性を認証されており、FDI パッケ

ージも PROFINET への適合性を認証されたものが提供されている。 
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  Ethernet を使わない場合（従来） Ethernet-APL が使われる場合 

デバイス

の通信プ

ロトコル 

・HART（アナログ信号にデジタ

ル信号を重畳） 

・FOUNDATION Fieldbus（シリ

アル通信） 

・PROFIBUS PA（シリアル通信） 

・Ethernet-APL（リンク層） 

+Ethernet ベースの産業用ネットワ

ークの通信プロトコル（PROFINET

等） 

デバイス

データへ

のアクセ

ス技術 

・EDDL（Electronic Device 

Description Language）に準拠した

デバイスプロファイルの記述（通

信プロトコル別）  

・FDT（Field Device Tool）技術 

（デバイスのベンダー等が提供す

る DTM（ソフトウエア)と DTM

を管理する FRAME（ソフトウエ

ア）） 

（通信プロトコルの違いは、通信

DTM で吸収できるので、デバイス

毎の機器 DTM は、通信プロトコ

ル別でなくて良い） 

・FDI パッケージ（デバイスプロフ

ァイルの記述や UID（User 

Interface Description）+UIP（User 

Interface Plug-in）（ソフトウエア）

等） 

(通信プロトコル別) 

・FDT（Field Device Tool）技術 

（ただし、Ethernet 対応のデバイス

については機器 DTM が提供されな

いケースがあり、その場合には FDI

パッケージを、iDTM を使って活

用） 

表４：PA で使われるデバイスの通信プロトコルとデバイスデータへのアクセス技術

（Ethernet を使わない場合（従来）と Ethernet-APL が使われる場合） 

出所）筆者作成。 

 

従来、PA で使われるセンサ等のフィールドデバイスは HART に準拠したものが多く、

HART に準拠したセンサ等のフィールドデバイスの FDI パッケージについては、HART

の普及団体である FieldComm Group が適合性の認証等を行っている。これに対し、

PROFINET への適合性を認証された Ethernet-APL 準拠のセンサ等のフィールドデバイス

の FDI パッケージは、PROFINET の普及団体である PROFIBUS & PROFINET 

International (PI)が適合性の認証等を行っている。 
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既にみた通り、従来 PA において主として使われてきた産業用ネットワークの 3 種類の

通信プロトコル（HART、FOUNDATION Fieldbus、PROFIBUS PA）のうち、

PROFIBUS PA は、日本における PA のベンダー、ユーザーにとって比較的馴染みの薄い

通信プロトコルであったことから、FDI パッケージについても、PROFIBUS & 

PROFINET International (PI)の適合性の認証等を受けたものを提供したり使ったりしてい

るケースは、少ないとみられる。今後は、日本における PA のベンダー、ユーザーも、

Ethernet-APL 準拠のセンサ等のフィールドデバイスの FDI パッケージについて、

PROFIBUS & PROFINET International (PI)の適合性の認証等を受けたものを提供したり

使ったりするケースが増える可能性がある。 

また、EtherNet/IP への適合性を認証された Ethernet-APL 準拠のセンサ等のフィール

ドデバイスも今後増えて、EtherNet/IP の普及団体である ODVA が認証する FDI パッケ

ージ と PROFIBUS & PROFINET International (PI)が認証する FDI パッケージが並存す

るようになる可能性もある。日本における PA のベンダー、ユーザーは、そのような可能

性も勘案して、デバイスデータへのアクセス技術の今後の活用方法を検討する必要があ

る。 

 

４．Ethernet-APL により PA を IT システムにつなぐためのインターフェース 

既に見たように、IT システムにおける有線通信においては Ethernet が広く使われてい

ることから、PA で Ethernet-APL が使われるようになれば、TCP/IP モデルの 4 層構造の

最下層のリンク層の通信方式については、変換なく PA を IT システムにつなぐことができ

るようになる。ただ、PA において Ethernet-APL が使われるためには、それに加えてリア

ルタイム性を持った産業用ネットワークの通信プロトコルが使われる必要があり、産業用

ネットワークによりやりとりされる情報は、そのままで IT システムにおいて使えるよう

には、一般になっていない。 

NAMUR は、2020 年に NAMUR Open Architecture NOA Concept という提言を出し

（NAMUR, 2020）、産業用ネットワークを使った PA は、安定的で信頼できるプラントの

⾧期間にわたる操業をサポートするものであることから、これには影響を与えないように

して、PA とモニタリングや最適化のための IT システムとの間にオープンなインターフェ

ースを導入すべきであるとしている。そして、このオープンなインターフェース導入のた

めの標準として、OPC UA を推奨している。 
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NOA Concept は、産業用ネットワークを使った PA には影響を与えないようにして、

OPC UA を活用したオープンなインターフェースで PA を IT システムにつなぐ方法を 2

つ示している。一つは、PA で使われるセンサ等のフィールドデバイスに OPC UA サーバ

を搭載して、その情報を OPC UA を活用したオープンなインターフェースで IT システム

につなぐ方法である。もう一つは、PA で使われるセンサ等のフィールドデバイスの情報

を産業用ネットワークの専有インターフェースで DCS 等につないだ上で、インターフェ

ースを OPC UA を活用したオープンなインターフェースに変換して IT システムにつなぐ

方法である（図 19 参照）。 

図 19：NOA Concept に基づいて OPC UA を活用したオープンなインターフェースで PA

を IT システムにつなぐ場合の概念図 

出所）NAMUR, 2020 を基に筆者作成。 

 

OPC UA は、産業オートメーション分野やその他業界におけるデータ交換を目的とした

相互運用を行うための標準規格で、自動化システムなどの情報をモデル化するためのフレ

ームワークを持っている。そして、PA の情報を、OPC UA のフレームワークにおいてア

クセスし解釈しやすくするための情報モデルとしては、PA-DIM と呼ばれる情報モデル

が、2020 年に OPC Foundation と FieldComm Group により作られている。NAMUR

は、Ethernet によるデバイスデータへのアクセスには FDI パッケージが使われることが望
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ましいとの提言を行っていることは既にみたが、その提言では、AMS（Asset 

Management System：資産管理システム）は、デバイスデータを、FDI パッケージに含ま

れている PA-DIM への変換テーブルにより、PA-DIM フォーマットで提供されなければな

らないとの提言も行っている。 

日本では、Ethernet-APL 準拠のセンサ等のフィールドデバイスの提供が欧州に比べて進

んでいないことから、Ethernet-APL の普及が PA の情報の PA-DIM フォーマットでの提

供をどの程度後押しするのかについての情報を得ることができなかった。しかし、筆者が

欧州における調査においてセンサ等のベンダーである Endress+Hauser 社にインタビュー

したところ、同社の Ethernet-APL に準拠したセンサ等は PROFINET への適合性を認証

されたもので、その認証にあたっては FDI パッケージに PA-DIM への変換テーブルを含め

ることは必須ではなかったが、同社としては、自主的に FDI パッケージに PA-DIM への

変換テーブルを含めているとのことで、Ethernet-APL の普及が PA の情報の PA-DIM フ

ォーマットでの提供を後押しする方向性になっていることが明らかになった（金子, 

2025b）。 

atp magazin が NAMUR 及び ZVEI とともに行った 2024 年の調査で、2024 年末までに

市場で提供されている見込みの Ethernet-APL 準拠のセンサ等のフィールドデバイスは 18

機種あることは既に見たが、同調査によると、この 18 機種のうち、14 機種の FDI パッケ

ージは PA-DIM をサポートしているとのことである（Tauchnitz, 2024）。この調査結果

も、Endress+Hauser 社へのインタビューの結果と同じ方向性を示唆している。 

 

５．Ethernet-APL を推進する担い手 

Ethernet-APL は、既に見たように、4 つの産業用ネットワーク標準開発・普及団体と

PA の主要ベンダー12 社との協力の下で開発され、2021 年に本質安全防爆の規格ができて

利用可能な技術となった（FieldComm Group et al., 2021）。NAMUR が Ethernet-APL の

普及のために 2022 年から 2024 年の間に設置していた NAMUR APL Task Force による

Ethernet-APL を活用したプロジェクトについての 2024 年 9 月の調査結果によると

（Trunzer, 2025）、実際の生産に Ethernet-APL を活用するプロジェクトは 12 件あり、そ

れらのうち、実現されつつある段階にあるものは 3 件、決定済みの計画段階のものは 1

件、まだ決定されていない計画段階のものは 2 件、計画策定の初期段階のものは 6 件ある

が、既に実現されたものはないとのことだった。 
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このように、Ethernet-APL は、まだ今後の普及が期待される段階にあることから、以下

では、Ethernet-APL の開発に協力した主要ベンダー12 社（以下「主要ベンダー12 社」と

いう。）の構成をいくつかの側面から検討して、Ethernet-APL を推進する担い手について

のインプリケーションを考えてみたい。まず、IO-Link の Steering Committee のメンバー

の企業について行ったのと同じように、主要ベンダー12 社を、センサ等のベンダーと、コ

ントローラ等のベンダーに分類する。既に見た atp magazin、NAMUR 及び ZVEI の 2024

年の調査（Tauchnitz, 2024）は、主要ベンダー12 社を調査対象に含んでおり、各企業が

Ethernet-APL に準拠したセンサ等や DCS 等を提供しているか否かを調査しているので、

分類はその結果を使って行う。 

DCS 等のコントローラを提供している企業の多くはセンサ等も提供しているが、IO-

Link について分類した際と同様、そのような企業はコントローラ等のベンダーに分類す

る。atp magazin、NAMUR 及び ZVEI の調査は、各企業が Ethernet-APL に準拠したセン

サを提供しているか否かとアクチェータを提供しているか否かを区別して調査しているの

で、ここで行う 12 社の分類も、センサ等のベンダーとアクチュエータ等のベンダーを区

別して分類し、両者を合計する場合にはセンサ等のフィールドデバイスのベンダーと呼ぶ

こととする。 

表５は、以上の方針の下で、主要ベンダー12 社を、atp magazin、NAMUR 及び ZVEI

の調査結果を基に筆者が分類し、それに各企業（企業グループの一部である場合には企業

グループ全体）の Web サイトの情報を参考にして企業の本社所在国と従業員規模の情報を

加えた結果である。表５をみると、主要ベンダー12 社の中で日本に本社を置く企業は 1 社

で、コントローラ等のベンダーなのに対し、その他の国々（ドイツ、スイス、米国）に本

社を置く企業には、7 社のセンサ等のフィールドデバイスのベンダーが含まれている。従

って、日本以外の国々に本社を置く企業については、センサ等のフィールドデバイスのベ

ンダーも、Ethernet-APL の推進において大きな役割を果たす可能性があるとみられる。 
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メンバーの企業 分類 本社所在国 従業員規模 

ABB コントローラ等のベンダー スイス 110,000 人 

Emerson コントローラ等のベンダー 米国 71,000 人 

Endress+Hauser  センサ等のベンダー スイス 17,046 人 

KROHNE センサ等のベンダー ドイツ 4,253 人 

Pepperl+Fuchs センサ等のベンダー ドイツ 6,450 人 

PHOENIX CONTACT センサ等のベンダー ドイツ 21,000 人 

Rockwell Automation コントローラ等のベンダー 米国 26.000 人 

SAMSON アクチュエータ等のベンダー ドイツ 4,500 人 

Siemens コントローラ等のベンダー ドイツ 327,000 人 

STAHL センサ等のベンダー ドイツ 1,743 人 

VEGA センサ等のベンダー ドイツ 2,600 人 

YOKOGAWA コントローラ等のベンダー 日本 17,670 人 

表５：Ethernet-APL の開発に協力した主要ベンダー12 社の分類（センサ等・アクチュ

エータ等のベンダー、コントローラ等のベンダー）、本社所在国、従業員規模 

出所） Tauchnitz, 2024 及び Ethernet-APL の開発に協力した 

主要ベンダー12 社の Web サイト等を基に筆者作成。 

 

筆者が欧州における調査においてセンサ等のベンダーである Endress+Hauser 社のスイ

スの本社を訪ねたところ、同社等の約 200 のセンサ等を、米国に本社を置くコントローラ

等のベンダーである Emerson 社の DCS 等に、Ethernet-APL を使って接続するテストが行

われていた（図 20 参照）。米国及び欧州に本社を置く Emerson 社以外のコントローラ等の

ベンダーも、Endress+Hauser 社のスイスの本社で、Ethernet-APL を使った接続テストを

行ったことがあるとのことで（金子, 2025b）、センサ等のフィールドデバイスのベンダー

も、Ethernet-APL の推進に大きな役割を果たす可能性があることを示す事例といえる。 
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図 20：Ethernet-APL 準拠の Endress+Hauser 社等の約 200 のセンサ等を Emerson 社の

DCS 等に接続するテストの様子（金子, 2025b） 

出所）Endress+Hauser 社撮影2。 

 
2 Endress+Hauser 社には、同社の本社で行われていた Ethernet-APL の接続テストを視察させて頂き、そ

の様子の貴重な写真の提供を頂いた。記して感謝したい。 
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次に、主要ベンダー12 社の中のセンサ等のフィールドデバイスのベンダーとコントロー

ラ等のベンダーの従業員規模を比較する。センサ等のフィールドデバイスのベンダー（ド

イツに本社を置く企業 6 社とスイスに本社を置く企業 1 社）の従業員規模を平均すると

8,227 人なのに対して、コントローラ等のベンダー（米国に本社を置く企業 2 社と日本に

本社を置く企業 1 社とドイツに本社を置く企業 1 社とスイスに本社を置く企業 1 社）の従

業員規模を平均すると 110,334 人で、前者は、後者に比べて小さい。以上のことから、主

要ベンダー12 社の中の欧州に本社を置くセンサ等のフィールドデバイスのベンダーの従業

員規模は、コントローラ等のベンダーの従業員規模に比べて小さい傾向があるとみられ

る。 

これらのことを総合すると、欧州に本社を置くベンダーと日本に本社を置くベンダーの

Ethernet-APL の推進への関わり方は、欧州に本社を置くベンダーは、比較的規模の小さい

センサ等のフィールドデバイスのベンダーも多数関わっているのに対して、日本に本社を

置くベンダーは、比較的規模の大きいコントローラ等のベンダーだけが関わっているとい

う点で異なっている。 

  

IV. 結論 

本稿では、近年策定された DX 指向の自動化システム関連国際規格の中で、製造業企業

の DX のネットワークインフラとしての重要性の高い IO-Link と Ethernet-APL を取り上

げて、これら 2 つの国際規格の策定、普及に多くの企業が参加している欧州においてイン

タビュー等の調査を行うことにより、それらの国際規格の活用の今後の方向性を明らかに

した。 

IO-Link については、規格が開発された当初は、センサやアクチュエータ等とコントロ

ーラとの間のデジタル通信を可能にすることを想定した規格であったが、その後コントロ

ーラを経由せずにインターネットなどとの間でも直接情報をやりとりする可能性が規格に

明示され、そのような情報のやりとりについて様々なベンダー独自のインターフェースが

提供されることにより、様々な使い勝手が提供されるようになっていることが明らかにな

った。それらの独自インターフェースは、センサ等のベンダーによって提供されることが

多いが、IO-Link でよく使われるセンサを含む HS コード 8536.50 の輸出入額の近年の推

移をみると、日本の収支額が減少傾向になっている一方、ドイツの収支額は、中国の収支

額が急速に増大している状況において、ほぼ横ばいで推移している。 
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Ethernet-APL については、Ethernet-APL 準拠のデバイス等は、PROFINET への適合

性を認証されたものが先行して提供され始めていることが明らかになった。また、デバイ

スデータへのアクセス技術については、Ethernet-APL の普及が、EDDL と FDT 技術の

FDI 技術への統合を後押しする可能性があることが明らかになった。PA を IT システムに

つなぐインターフェースについては、Ethernet-APL 準拠のデバイスについては、PA の情

報が FDI パッケージにより PA-DIM フォーマットに変換され始めており、PA と IT シス

テムとの間に OPC UA を活用したオープンなインターフェースを導入するという NOA 

Concept を、Ethernet-APL の普及が後押しする方向性となっていることが明らかになっ

た。 

本稿の作成を通じて、欧州に本社を置く企業と日本に本社を置く企業との間で、これら

2 つの国際規格へのアプローチに、日本の機械産業が今後のグローバル戦略を考える上で

考慮すべき 2 つの違いがあることが明らかになったので、それらについて報告して本稿を

終わりたい。 

1 点目の考慮すべきアプローチの違いは、日本に本社を置く企業では、国際規格が策定

されることにより標準化が完了したと考えられる傾向があるのに対し、欧州に本社を置く

企業では、国際規格が策定されることが独自インターフェースの開発のベースとなった

り、規格についての別の検討の必要性を生じさせたりしていることである。 

IO-Link においては、国際規格によりセンサ等のフィールドデバイスと IO-Link マスタ

との間の通信プロトコルの標準ができたことをベースにして、IO-Link マスタと IT との間

に、様々な独自インターフェースが開発されている。独自インターフェース間には競争が

あって、競争力のある独自インターフェースが生き残るので、日本の機械産業は、独自イ

ンターフェースだからと言って検討の対象としないのではなく、様々な独自インターフェ

ースについても検討した上で、IO-Link についての戦略を考える必要がある。 

Ethernet-APL においては、これまでのところ、日本における PA のベンダー、ユーザー

にとって比較的馴染みの薄い産業用ネットワークである PROFINET への適合性を認証さ

れた Ethernet-APL 準拠のデバイス等が提供されており、今後は複数の産業用ネットワー

クへの適合性を認証されたデバイス等が並存する状況になる可能性もある。デバイスデー

タへのアクセス技術については、産業用ネットワーク別の FDI パッケージをベースとした

ものへの統合が進む可能性がある。従って、日本の機械産業は、これまでは馴染みの薄か

った産業用ネットワークを使うことの検討や、複数の産業用ネット―ワークの並存の可能

性を勘案した検討を求められたりする可能性がある。 
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2 点目の考慮すべきアプローチの違いは、国際規格の開発や関連のシステム開発への、

センサ等のフィールドデバイスのベンダーの取り組みの程度の違いである。本稿で検討し

た 2 つの国際規格は、センサ等のフィールドデバイスの情報を企業の DX につなぐネット

ワークを、コントローラ経由のネットワークだけでなく、より複線化されたネットワーク

にする可能性を広げるものである。このような性格を持つ国際規格の開発や関連のシステ

ム開発においては、センサ等のフィールドデバイスのベンダーの重要性が、従来の自動化

システムに関連したシステム開発におけるよりも高いとみられる。欧州に本社を置く企業

においては、多くのセンサ等のフィールドデバイスのベンダーが、これら 2 つの国際規格

の開発や関連のシステム開発に取り組んでいる。これに対して、日本に本社を置く企業に

おいては、主としてコントローラ等のベンダーが、これら 2 つの国際規格の開発や関連の

システム開発に取り組む傾向が見られる。 

このような違いは、日本に本社を置く企業においては、国際規格の開発や関連のシステ

ム開発への取り組みが、従業員規模の比較的大きい企業に委ねられる傾向があることによ

り起こっている可能性がある。しかし、センサ等のフィールドデバイスのベンダーの適正

規模は、コントローラ等のベンダーの適正規模に比べて小さい可能性がある。そうであれ

ば、日本に本社を置くセンサ等のフィールドデバイスのベンダーは、従業員規模が小さい

からといって国際規格の開発や関連のシステム開発を、より従業員規模の大きいコントロ

ーラ等のベンダーに委ねるべきではない。 

欧州に本社を置くセンサ等のフィールドデバイスとのベンダーは、これら 2 つの国際規

格の開発や関連のシステムの開発において、コントローラ等のベンダーと対等に競争した

り協調したりしている。日本のセンサ等のフィールドデバイスのベンダーも、コントロー

ラ等のベンダーとの間で、欧州に本社を置くセンサ等のフィールドデバイスのベンダーが

構築しているような関係を作る可能性を模索すべきである。 
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